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（特許発明の技術的範囲）
第 70 条　特許発明の技術的範囲は、願書に添付した特許請
求の範囲の記載に基づいて定めなければならない。

２　前項の場合においては、願書に添付した明細書の記載及
び図面を考慮して、特許請求の範囲に記載された用語の意
義を解釈するものとする。

３　前２項の場合においては、願書に添付した要約書の記載
を考慮してはならない。

第 71 条　特許発明の技術的範囲については、特許庁に対し、
判定を求めることができる。

２　特許庁長官は、前項の規定による求があつたときは、３
名の審判官を指定して、その判定をさせなければならな
い。

３　第 131 条第１項、第 131 条の２第１項本文、第 132 条
第１項及び第２項、第 133 条、第 133 条の２、第 134 条
第１項、第３項及び第４項、第 135 条、第 136 条第１項
及び第２項、第 137 条第２項、第 138 条、第 139 条（第
六号及び第七号を除く。）、第 140 条から第 144 条まで、
第 144 条の２第１項及び第３項から第５項まで、第 145
条第２項から第５項まで、第 146 条、第 147 条第１項及
び第２項、第 150 条第１項から第５項まで、第 151 条か
ら第 154 条まで、第 155 条第１項、第 157 条並びに第
169 条第３項、第４項及び第６項の規定は、第１項の判
定について準用する。この場合において、第 135 条中「審
決」とあるのは「決定」と、第 145 条第２項中「前項に
規定する審判以外の審判」とあるのは「判定の審理」と、
同条第５項ただし書中「公の秩序又は善良の風俗を害する
おそれがあるとき」とあるのは「審判長が必要があると認
めるとき」と、第 151 条中「第 147 条」とあるのは「第
147 条第１項及び第２項」と、第 155 条第１項中「審決
が確定するまで」とあるのは「判定の謄本が送達されるま
で」と読み替えるものとする。

４　前項において読み替えて準用する第 135 条の規定によ
る決定に対しては、不服を申し立てることができない。

〈第 26条で準用する特許法第 70条〉

〈第 26条で準用する特許法第 71条〉

意匠法（第４章　意匠権） 商標法（第４章　商標権）
第 24条・第 25 条 第 26 条～第 28 条

特許法（第４章　特許権） 実用新案法（４章　実用新案権）
第 70条・第 71 条
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（登録意匠の範囲等）
第 24 条　登録意匠の範囲は、願書の記載及び願書に添附し
た図面に記載され又は願書に添附した写真、ひな形若しく
は見本により現わされた意匠に基いて定めなければなら
ない。

２　登録意匠とそれ以外の意匠が類似であるか否かの判断
は、需要者の視覚を通じて起こさせる美感に基づいて行う
ものとする。

第 25 条　登録意匠及びこれに類似する意匠の範囲について
は、特許庁に対し、判定を求めることができる。

２　特許庁長官は、前項の規定による求があつたときは、３
名の審判官を指定して、その判定をさせなければならな
い。

３　特許法第 71条第３項及び第４項の規定は、第１項の判
定に準用する。

　六　前各号に掲げるもののほか、需要者が何人かの業務に
係る商品又は役務であることを認識することができる
態様により使用されていない商標

２　前項第一号の規定は、商標権の設定の登録があつた後、
不正競争の目的で、自己の肖像又は自己の氏名若しくは名
称若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれら
の著名な略称を用いた場合は、適用しない。

３　商標権の効力は、次に掲げる行為には、及ばない。ただ
し、その行為が不正競争の目的でされない場合に限る。
　一　特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（平成

二十六年法律第八十四号。以下この項において「特定
農林水産物等名称保護法」という。）第三条第一項（特
定農林水産物等名称保護法第三十条において読み替え
て適用する場合を含む。次号及び第三号において同じ。）
の規定により特定農林水産物等名称保護法第六条の登
録に係る特定農林水産物等名称保護法第二条第二項に
規定する特定農林水産物等（当該登録に係る特定農林水
産物等を主な原料又は材料として製造され、又は加工さ
れた同条第一項に規定する農林水産物等を含む。次号及
び第三号において「登録に係る特定農林水産物等」とい
う。）又はその包装に同条第三項に規定する地理的表示
（次号及び第三号において「地理的表示」という。）を付
する行為

　二　特定農林水産物等名称保護法第三条第一項の規定によ
り登録に係る特定農林水産物等又はその包装に地理的
表示を付したものを譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引
渡しのために展示し、輸出し、又は輸入する行為

　三　特定農林水産物等名称保護法第三条第一項の規定によ
り登録に係る特定農林水産物等に関する広告、価格表若
しくは取引書類に地理的表示を付して展示し、若しくは
頒布し、又はこれらを内容とする情報に地理的表示を付
して電磁的方法により提供する行為

（登録商標等の範囲）
第 27 条　登録商標の範囲は、願書に記載した商標に基づい
て定めなければならない。

２　指定商品又は指定役務の範囲は、願書の記載に基づいて
定めなければならない。

３　第１項の場合においては、第５条第４項の記載及び物件
を考慮して、願書に記載した商標の記載の意義を解釈する
ものとする。

第 28 条　商標権の効力については、特許庁に対し、判定を
求めることができる。

２　特許庁長官は、前項の規定による求があつたときは、３
名の審判官を指定して、その判定をさせなければならな
い。

３　特許法第 71条第３項及び第４項の規定は、第１項の判
定に準用する。

意匠法（第４章　意匠権） 商標法（第４章　商標権）
第 24条・第 25 条 第 26 条～第 28 条

特許法（第４章　特許権） 実用新案法（４章　実用新案権）
第 70条・第 71 条


